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新型コロナウイルス感染症が世界的蔓延したことに伴い、わが国では感染症予防の「新しい生活様式」

が提案されている。従来の適度な運動・歩行を主体とした健康づくりに加えて、感染症の予防からの生活

様式が提案された。たとえば、都市交通面では、「リモートワーク」の増加から公共交通機関の利用減少

と自転車増加が報告されている。また道路交通車両の減少は、交通事故の減少を与える。このような背景

を踏まえて、本研究ではわが国における新型コロナウイルス感染症の感染経過と都市活動の変化の事例を

収集するとともに、新しい生活様式に対応した健康まちづくりの方向性について考察を行う。すなわち、

従来の健康な都市生活の概念に対して、感染症予防の視点を加えることで、健康まちづくりに期待される

パラダイムシフトについて考察を行う。 
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1. はじめに 

  

新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延にともない、

わが国では感染症予防の観点から「新しい生活様式」が

提案されている。すなわち日常生活での買い物・娯楽・

食事・交通などのひとびとの生活様式の変化が期待され

ている。すでに、「新しい生活様式」にともなう社会環

境変化は、都市の日常的な活動と移動（都市交通）に多

様な影響を与えている。たとえば、日常的な空間移動で

ある都市交通についてもさまざまな様式変化が観測され

ている。本研究では、代表的な生活様式の変化のなかか

ら、都市交通問題を取り上げる。 

なかでも、道路交通量減少に伴う交通事故の顕著な変

化では、都市交通機関の再検討が必要となる。また「リ

モートワーク導入」による公共交通機関の利用に関して

は、交通需要変化に加えて、健康まちづくりの視点から

考察が可能である。 

これらの「新しい生活様式」の導入は、従来型の健康

増進の健康政策に加えて、感染症予防の視点からの生活

様式に対する社会実験の要請と解釈できる。最終的に、

今後のポストコロナの状況を勘案した健康まちづくりの

構成について考察を行う。 

2. 新しい生活様式と都市交通変化 

 

厚生労働省の報告によれば、2020年10月１日現在の国

内新型コロナウイルス感染症の感染者は83,563例、死亡

者は1,571名である（図-1）1)。 

 

 

図-1  新型コロナ感染者数の推移（日本） 

 

また世界的には、新型コロナウイルス感染症

（COVID19）による死者数は100万人を突破した。新型コ

ロナが初めて確認されて約10カ月経過したが、主要先進

国、新興国では感染縮小に困難な状況である。このよう
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なことから、わが国では「新しい生活様式」が提案され

ている。図-2に「新しい生活様式」の実践例に関する記

述がみられる2)。 

 

 

図-2  新しい生活様式の実践例 

 

一日の生活様式は都市活動（アクティビティ）と空間

移動で表現することができる。図-3は、交通行動分析の

基本となる時間空間プリズムの模式図となっている3)。 

 

 

図-3  生活様式の時間空間プリズム 

 

すなわち新しい生活様式では、たとえばリモートワー

クにより、通勤移動（トリップ）が不要となる。この結

果、時間的・空間的に変化が生じることから、新たな時

間空間プリズムが形成されると考えられる。 

このように「新しい生活様式」は、感染症予防を意図

した生活行動条件変化に対する社会実験に相当する。し

たがって、空間移動に関する都市交通においても、道路

交通・鉄道・バス・自転車などのそれぞれの都市交通機

関に対する影響が議論されている。 

本研究では、交通行動変化からみた都市交通問題とし

て、「自動車利用と道路交通安全」および「リモートワ

ークの導入による都市交通機関利用」について、健康ま

ちづくりの視点から考察を行う。 

 

 

3. 自動車利用と道路交通安全に関する課題 

 

新型コロナウイルスに対する緊急事態宣言や外出自粛

の影響により、都市交通需要の減少から、各方面への影

響が示されている。世界的にも同様に道路交通の減少は

顕著であり、従来の道路混雑問題とは相違して、道路交

通安全の問題が顕在化している。すなわち、道路交通量

の減少は、交通事故件数の減少を与えるが、かならずし

も交通事故死亡者数の減少を与えないということである。 

 ここで、コロナ禍以降の都道府県別の交通事故件数と

交通事故死者数（2020年1月～8月）を集計する4)。表-1

は、前年比として交通事故件数と交通事故死者数の増

加・減少に対して、4種類のカテゴリーに分類したもの

である。 

 

表-1  交通事故件数・死者数の増加・減少（都道府県） 

 死亡者数 

減少 増加 

発

生

件

数 

減

少

率

20%

以

上 

宮城・茨城・群馬・ 

埼玉・千葉・山梨・ 

長野・岐阜・滋賀・ 

兵庫・奈良・鳥取・ 

島根・山口・熊本・ 

大分・沖縄 

山形・東京・ 

富山・福井・ 

愛知・三重・ 

広島・香川・ 

福岡・佐賀・ 

長崎・宮崎 

20%

未

満 

青森・岩手・福島・ 

栃木・神奈川・新潟・ 

大阪・和歌山・岡山・ 

徳島・愛媛・鹿児島 

北海道・ 

秋田・静岡・ 

石川・京都・ 

高知 

 

表-1より、交通事故件数（１月～８月）は全国的に一

律に減少している。一方で、交通事故死亡者数は、18都

道府県で増加しており、コロナ禍における運転者行動の

変化から波及的な現象が発生している。 

すなわち、一部の都道府県では、道路交通量の減少が

あっても、死亡事故などの重大事故を発生する不適切な

走行車両の増加により、交通事故死者数が増加している

ように考えられる。 
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 つぎに、交通事故件数と交通事故死者数の変化分（前

年との比較）について、線形回帰を用いて要因分析を行

った。ここでの従属変数は、感染者数（人口100万人あ

たり）と自動車保有台数（人口1000人あたり）を用いて

いる。 表-2に交通事故発生件数変化に関する算定結果

を整理する。 

 

表-2  交通事故発生件数変化の要因分析結果 

  係数 t 値 

定数項 21.79 0.07 

感染者数（人／百万人） -0.229 -1.62 

自動車保有台数（台／千人） -0.486 -1.49 

 

交通事故件数に関しては、偏回帰係数は感染者数、自

動車保有台数いずれに対しても負の値である。したがっ

て、交通事故件数は基本的にコロナ感染者規模の増大に

伴い交通事故件数が減少することがわかる。 

図-4は、交通事故件数変化に関する実績値と推計値を

示している。 

 
図-4  交通事故発生件数変化の推計結果（都道府県） 

 

本図より線形回帰モデルでは推計値の分散が小さく、

特に大規模な減少を表現することは難しいことがわかる。 

また同様に、表-3に交通事故死亡者数変化に関する算

定結果を示す。 

 

表-3  交通事故死亡者数変化の要因分析結果 

  係数 t 値 

定数項 0.544 0.07 

感染者数（人／百万人） 0.00247 0.63 

自動車保有台数（台／千人） -0.00482 -0.53 

 

 表-3より、交通事故死者数に関して、偏回帰係数に関

して感染者数は正、自動車保有台数に対しても負の値で

ある。したがって、交通事故死亡者数は基本的にコロナ

感染者規模の増大に伴い増加するが、自動車保有台数

（自動車の利用程度）に対しては減少する傾向を示して

いる。 

図-5に、交通事故死亡者数変化に関する実績値と推計

値を示している。 

 

図-5  交通事故死亡者数変化の推計結果（都道府県） 

 

本図より線形回帰モデルでは推計値の分散が小さく、

妥当な推計値を得ることは難しいことがわかる。 

このように、道路交通に関して、新しい生活様式に基

づく、自動車運転者の構成の変化から、交通安全に関す

る配慮が重要なることがわかる。 

 

 

4. リモトワークと都市交通機関に関する課題 

 

つぎに、「新しい生活様式」におけるオンライン化の

影響について考える。すでに実社会において、在宅勤

務・リモート会議・オンライン講義・オンライン学習な

どの多様な生活様式が稼働している。これらのうち「在

宅勤務・業務」に関連する活動をリモートワークと総称

する。 

リモートワーク導入の都市交通への影響分析として、

吹田市と岐阜市を対象とした。これらの都市は人口規模

は同程度であるが、都市交通のモードシェアが相違して

いることから、都市交通への影響を比較論的に分析する。 

ここではリモートワークの都市圏への導入に対して、

近畿都市圏と中部都市圏のパーソントリップ調査結果

（2010/2011）を利用して各都市の影響分析を行った。

具体的な推計にあたって、交通行動変化に関する仮説を

設定した。①市内在住者のうち、通勤トリップを行うも

ののうち、50％がリモートワークを実行する。②リモー

トワークは在宅勤務に対応するため、通常出勤時の関連

交通行動（トリップ）は発生しないものとする。 

図-6および図-7に吹田市・岐阜市に対応する推計結果

を表示している。吹田市では、リモートワーク関連の削

減トリップ数は、全トリップ数の約20％である。吹田市

では通常時の出勤交通機関のシェアは、各交通機関に比

較的分散していることから、リモートワーク導入時にお

いても、都市交通全般に交通需要変化が想定される。 
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図-6  リモートワーク導入時の交通行動変化（吹田市） 

 

図-7  リモートワーク導入時の交通行動変化（岐阜市） 

 

また、鉄道交通においては、相対的にリモートワークに

よる需要変化が大きいことがわかる。 

一方で、岐阜市の場合には、通常の出勤交通機関のう

ち自動車の相対的シェアは大きい（約67％）。この結果、

リモートワーク導入にともなうトリップ減少は、自動車

交通が圧倒的多数である。したがって、都市交通全般に

おいて他交通機関の交通需要に与える影響は軽微である

と考えられる。 

これらの比較検討より、リモートワークの導入は、都

市圏の従来の交通機関分担割合によって、影響程度が相

違することがわかる。また地方都市においては、自動車

を中心とした需要変化を与えることがわかる。 

つぎに、これらのトリップ数減少に関して、健康まち

づくりの視点から検討する。先に設定した各都市の通勤

者に関して、交通行動に関係する健康関連指標を算定し

た。表-4 は各都市の通勤者の平均的なトリップチェイ

ンに関する歩行時間・運動量を示している。 

 

表-4  通勤者の平均的歩行量・運動量（吹田市・岐阜市） 

 吹田市 岐阜市 

平均トリップ数 2.69 2.68 

平均歩行時間（分） 22.06 5.70 

平均歩行距離(km) 0.33 0.15 

 

これより、吹田市・岐阜市のトリップ生成原単位は、

ほぼ等しい。一方で、通常時には吹田市の通勤者は相対

的に、岐阜市の通勤者より歩行時間にして、3.9倍の歩

行量が算定されている。通勤者の自動車利用が多数であ

る岐阜市の場合は、相対的に「歩行時間」「歩行距離」

が短いことがわかる。 

この傾向に対応して、リモートワーク導入時の歩行時

間の平均的減少分は、吹田市：△11.0分、岐阜市：△

2.9分である。当然ながら、通勤に伴う関連交通に関す

る歩行量減少は吹田市で相対的に大きい。このように、

公共交通中心の通勤交通を基本とする場合に、健康面で

のリモートワークの影響が大きい。 

ここで、図-8に吹田市居住者の平均的トリップチェイ

ン（通勤者：3トリップ）の事例を示す。 

 

 
図-8  通勤者トリップチェインの事例（吹田市） 

 

この交通行動者は、吹田市に居住し、大阪市東淀川区

に通勤する50歳代女性である。このとき、全トリップに

包含される歩行時間は49分である。ここで、平均的な歩

行速度・歩幅を仮定すると、およそ4,600歩程度の歩行

量と算定される。すなわち、リモートワークの導入は、

平均的には通勤者に関する移動で、ひとりあたり同程度

の歩行量（約5,000歩）が必然的に減少することになり、

健康面での対応を考える必要がある。 

 

 

5. おわりに 

 

新型コロナウイルス感染症予防のため提案された「新

しい生活様式」のインパクトを健康まちづくりの視点か

ら考察した。本研究の主要な研究成果は以下のように整

理できる。 

①感染症予防に関する「新しい生活様式」の提案は、社

会実験の要請に相当することから、都市交通面におい

ても多様な影響を与える。また「生活様式」の変化は、

交通行動パターンの変化から考察が可能であることが

わかった。 

➁道路交通関係の課題として、道路交通安全の問題を検

討した。「新しい生活様式」の結果としての道路交通

量の減少が、必ずしも道路交通安全の向上を与えない

ことがわかった。したがって、新規の視点から交通安

全面での考察が必要であるといえる。 
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③現実的な都市交通機関への影響分析として、リモート

ワーク導入時の課題を取り上げた。既存の交通行動デ

ータに対して、リモートワーク時の在宅勤務の影響分

析を行った。最終的に、リモートワークのインパクト

は従来の都市圏での都市交通機関分担に依存して発生

することがわかった。 

本研究の今後の課題として、①自転車交通の利用方法

についての分析、②新しい健康づくりの技術に関する検

討、③複数交通機関の連携可能性についての考察などが

挙げられる。 
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